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(57)【要約】
【課題】従来に比べ、ロールへのフィルミング、ブレー
ドへの固着、トナーストレスを抑制可能な電子写真機器
用現像ロールを提供すること。
【解決手段】表面に凹凸部２０を有する下層１６と、下
層１６の表面を被覆する表層１８とを有し、下層１６の
凸部２２が、表層１８の表面に実質的に露出されており
、下層１６の凸部２２の硬さが、表層１８の硬さよりも
硬い電子写真機器用現像ロール１０とする。下層１６の
凸部２２のマルテンス硬さは、６以上１２以下の範囲内
、表層１８のマルテンス硬さは、０．５以上６未満の範
囲内にあることが好ましい。
【選択図】図６
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　表面に凹凸部を有する下層と、前記下層の表面を被覆する表層とを有し、
　前記下層の凸部が、前記表層の表面に実質的に露出されており、
　前記下層の凸部の硬さが、前記表層の硬さよりも硬いことを特徴とする電子写真機器用
現像ロール。
【請求項２】
　前記下層の凸部のマルテンス硬さが、６以上１２以下の範囲内、
　前記表層のマルテンス硬さが、０．５以上６未満の範囲内、
にあることを特徴とする請求項１に記載の電子写真機器用現像ロール。
【請求項３】
　前記下層の凹凸部は、
　前記下層中に含まれる粗さ形成用粒子により形成されたものである、または、
　前記凹凸部の凹凸形状に対応する凹凸形状が表面に設けられた型の転写により形成され
たものであることを特徴とする請求項１または２に記載の電子写真機器用現像ロール。
【請求項４】
　前記粗さ形成用粒子は、実質的に同一面内に存在することを特徴とする請求項３に記載
の電子写真機器用現像ロール。
【請求項５】
　前記下層の表面のうち、少なくとも前記凸部の表面に、さらに、微小凹凸が形成されて
いることを特徴とする請求項１から４の何れかに記載の電子写真機器用現像ロール。
【請求項６】
　前記微小凹凸は、電子導電剤および／または充填剤により形成されたものであることを
特徴とする請求項５に記載の電子写真機器用現像ロール。
【請求項７】
　前記表層は、光硬化型樹脂を主成分とすることを特徴とする請求項１から６の何れかに
記載の電子写真機器用現像ロール。
【請求項８】
　前記表層は、
　（Ａ）分子構造中にエチレンオキシド単位が導入されている（メタ）アクリレートモノ
マーと、
　（Ｂ）ウレタン（メタ）アクリレートと、
を含有する光硬化型組成物の硬化物よりなることを特徴とする請求項１から７の何れかに
記載の電子写真機器用現像ロール。
【請求項９】
　前記（Ａ）成分／前記（Ｂ）成分（質量比）は、５０／５０～８０／２０の範囲内にあ
ることを特徴とする請求項８に記載の電子写真機器用現像ロール。
【請求項１０】
　前記（Ｂ）ウレタン（メタ）アクリレート１分子中に含まれる（メタ）アクリロイル基
の数は、１～６個の範囲内であることを特徴とする請求項８または９に記載の電子写真機
器用現像ロール。
【請求項１１】
　前記下層は、ウレタン系樹脂、ウレタン系エラストマーおよび（メタ）アクリル系樹脂
から選択される１種または２種以上を含有することを特徴とする請求項１から１０の何れ
かに記載の電子写真機器用現像ロール。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、電子写真機器用現像ロールに関するものである。
【背景技術】
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【０００２】
　近年、電子写真方式を採用する複写機、プリンター、ファクシミリなどの電子写真機器
が広く使用されている。これら電子写真機器の内部には、通常、感光ドラムが組み込まれ
ている。そして、この感光ドラムの周囲には、現像ロール、帯電ロール、トナー供給ロー
ル、転写ロールなどが配設されている。
【０００３】
　上記電子写真機器における現像方式としては、例えば、接触現像方式が知られている。
接触現像方式では、トナー層形成用ブレード（以下、単に「ブレード」と略称することが
ある。）を現像ロール表面に押しつけることにより、現像ロール表面にトナー層が形成さ
れる。そして、このロール表面を、感光ドラム表面に接触させることにより、感光ドラム
表面の潜像にトナーを付着させる。
【０００４】
　このように用いられる現像ロールには、良好なトナー搬送性が要求される。そのため、
現像ロールは、通常、ロール表面が粗面化されていることが多い。粗面化の方法としては
、ウレタン粒子などの粗さ形成用粒子をロール表層中に添加し、表層表面に凹凸部を形成
する手法が一般的である。上記凹凸部のうち、凸部にはブレードが当接（摺擦）し、凹部
にはトナーが保持される。
【０００５】
　従来知られる現像ロールとしては、例えば、特許文献１には、芯金の外周に形成した導
電性シリコーンゴム層の外周に、ウレタン粒子を添加したウレタン系塗料を塗布、乾燥、
熱硬化させて表層を形成した現像ロールが開示されている。
【０００６】
　また、近年では、低ＶＯＣ化、省エネ化などの要求から、紫外線硬化樹脂などにより表
層を形成することも行われるようになってきている。
【０００７】
　例えば、特許文献２には、芯金の外周に形成した導電性シリコーンゴム層の外周に、紫
外線硬化型導電性組成物を紫外線硬化させて表層を形成した現像ロールが開示されている
。
【０００８】
　上記組成物としては、具体的には、ポリエチレングリコールジアクリレート５０重量部
、メトキシポリエチレングリコールアクリレート５０重量部、イオン導電剤３重量部、お
よび、光開始剤１重量部を含有する組成物が用いられている。
【０００９】
【特許文献１】特開２００６－１３３２５７号公報
【特許文献２】特開２００６－２７４２４２号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１０】
　しかしながら、従来知られる現像ロールは、以下の点で改良の余地があった。
【００１１】
　すなわち、トナー層の形成時に、現像ロール表面の凸部は、ブレードにより摺擦される
。そのため、摺擦により摩擦熱が発生し、これによりトナーが溶解しやすくなる。トナー
が溶解すると、現像ロール表面にトナーが付着する、いわゆるフィルミングが発生しやす
くなるといった問題があった。
【００１２】
　近年、電子写真機器分野では、電子写真機器の高速化、高画質化などに対する需要が急
速に高まってきている。そのため、トナーは、低融点化、小径化され、より熱によって溶
解しやすくなってきている。したがって、これまで以上に上記フィルミングが発生しやす
い状況になっている。
【００１３】
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　上記フィルミングの発生を防ごうとして、表層自体を高硬度化し、ブレードとの摩擦を
小さくすることで、摩擦熱の発生を抑制することも考えられる。
【００１４】
　しかしながら、表層（とりわけ凹部）がトナーに与えるストレスが大きくなるため、や
はり上記フィルミングやカブリなどの不具合が発生してしまう。
【００１５】
　一方、上記とは反対に、表層自体を低硬度化すれば、トナーストレスの問題は回避する
ことができる。しかしながら、ブレードとの摩擦が大きくなって、今度は摩擦熱により溶
解したトナーがブレードに固着するといった問題が発生する。
【００１６】
　本発明は、上記事情に鑑みてなされたもので、本発明が解決しようとする課題は、従来
に比べ、ロールへのフィルミング、ブレードへの固着、トナーストレスを抑制可能な電子
写真機器用現像ロールを提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１７】
　上記課題を解決するため、本発明者らは、種々の実験を繰り返し、鋭意検討を重ねた。
その結果、ロール表層におけるブレードとの摺擦部と、トナーの保持部とを、機能的に分
離すれば、摩擦熱およびトナーストレスを抑制でき、ロールへのフィルミング、ブレード
への固着を抑制することができるとの知見を得るに至った。本発明は、主にかかる知見に
基づいてなされたものである。
【００１８】
　すなわち、本発明に係る電子写真機器用現像ロールは、表面に凹凸部を有する下層と、
上記下層の表面を被覆する表層とを有し、上記下層の凸部が、上記表層の表面に実質的に
露出されており、上記下層の凸部の硬さが、上記表層の硬さよりも硬いことを要旨とする
。
【００１９】
　ここで、上記下層の凸部のマルテンス硬さは、６以上１２以下の範囲内、上記表層のマ
ルテンス硬さは、０．５以上６未満の範囲内にあると良い。
【００２０】
　また、上記下層の凹凸部は、上記下層中に含まれる粗さ形成用粒子により形成されたも
のである、または、上記凹凸部の凹凸形状に対応する凹凸形状が表面に設けられた型の転
写により形成されたものであると良い。
【００２１】
　上記下層が粗さ形成用粒子を含有する場合、粗さ形成用粒子は、実質的に同一面内に存
在していると良い。
【００２２】
　また、上記下層の表面のうち、少なくとも上記凸部の表面には、さらに、微小凹凸が形
成されていると良い。
【００２３】
　この場合、上記微小凹凸は、電子導電剤および／または充填剤により形成されたもので
あると良い。
【００２４】
　また、上記表層は、光硬化型樹脂を主成分とすると良い。
【００２５】
　この場合、上記表層は、（Ａ）分子構造中にエチレンオキシド単位が導入されている（
メタ）アクリレートモノマーと、（Ｂ）ウレタン（メタ）アクリレートとを含有する光硬
化型組成物の硬化物より好適に形成することができる。
【００２６】
　この際、上記（Ａ）成分／前記（Ｂ）成分（質量比）は、５０／５０～８０／２０の範
囲内にあると良い。
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【００２７】
　また、上記（Ｂ）ウレタン（メタ）アクリレート１分子中に含まれる（メタ）アクリロ
イル基の数は、１～６個の範囲内であると良い。
【００２８】
　一方、上記下層は、ウレタン系樹脂、ウレタン系エラストマーおよび（メタ）アクリル
系樹脂から選択される１種または２種以上を含有していると良い。
【発明の効果】
【００２９】
　本発明に係る電子写真機器用現像ロールは、表面に凹凸部を有する下層と、この下層の
表面を被覆する表層とを有し、下層の凸部が、表層の表面に実質的に露出されており、下
層の凸部の硬さが、表層の硬さよりも硬く設定されている。
【００３０】
　上記現像ロールでは、主にブレードにより摺擦される下層の凸部が、主にトナーを保持
する表層（下層の凹部に存在）よりも硬さが硬い。そのため、凸部が低摩擦化され、摩擦
熱の発生が抑制される。これにより、トナーが溶解し難くなり、ロールへのフィルミング
、ブレードへの固着を抑制することが可能になる。また、凸部の耐摩耗性も向上させるこ
とができる。
【００３１】
　さらに、上記現像ロールでは、主にトナーを保持する表層が、主にブレードにより摺擦
される下層の凸部よりも硬さが柔らかい。そのため、ブレードとの摺擦によるトナースト
レスを抑制することが可能になる。
【００３２】
　したがって、上記現像ロールは、長期耐久性に優れる。また、上記現像ロールを組み込
めば、電子写真機器の長期耐久性を向上させることが可能になる。
【００３３】
　ここで、下層の凸部のマルテンス硬さおよび表層のマルテンス硬さが、上記特定の範囲
内にある場合には、上記作用効果のバランスに優れる。
【００３４】
　また、下層の凹凸部が、下層中に含まれる粗さ形成用粒子により形成されたものである
場合には、コーティング法などを用い、粒子に起因する隆起を利用して比較的容易に凹凸
を付与することができる。そのため、ロールの製造性に優れる。
【００３５】
　この際、粗さ形成用粒子が実質的に同一面内に存在している場合には、凸部の高さを比
較的均一にすることができる。そのため、ブレードとの接触を均一化することが可能とな
り、偏った摩耗などを抑制しやすくなる。
【００３６】
　また、下層の凹凸部が、その凹凸部の凹凸形状に対応する凹凸形状が表面に設けられた
型の転写により形成されたものである場合には、下層が十分に厚いときでも、凹凸部を安
定して形成することができる。
【００３７】
　また、下層の表面のうち、少なくとも凸部の表面に、微小凹凸が形成されている場合に
は、凸部とブレードとの接触がより少なくなる。そのため、ブレードの摺擦による摩擦熱
の発生を一層抑制しやすくなり、ロールへのフィルミング抑制効果、ブレードへの固着抑
制効果に優れる。
【００３８】
　また、表層が光硬化型樹脂を主成分とする場合、下層表面に塗布した光硬化型組成物に
対して光照射を行い、速やかに硬化させて表層を形成することができる。そのため、ロー
ル製造性に優れる。
【００３９】
　この際、表層が、上記（Ａ）成分と（Ｂ）成分とを含有する特定の光硬化型組成物の硬
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化物よりなる場合には、次の利点がある。
【００４０】
　すなわち、上記特定の光硬化型組成物は、モノマー成分を含んでいるので、下層表面に
塗工した際に、下層の凹部部分に流れ込みやすい。さらに、上記特定の光硬化型組成物は
、光照射による速硬化性に優れており、モノマー成分の重合による硬化収縮が比較的大き
い。そのため、下層の凸部を表層表面に露出させやすい。
【００４１】
　また、上記（Ａ）成分／（Ｂ）成分（質量比）が特定の範囲内にある場合には、（Ａ）
成分に起因する表層のタック性（粘着性）と、（Ｂ）成分に起因する表層の耐摩耗性との
バランスに優れる。そのため、フィルミングの抑制、長期耐久性の向上に寄与しやすくな
る。
【００４２】
　また、上記（Ｂ）成分のウレタン（メタ）アクリレート１分子中に含まれる（メタ）ア
クリロイル基の数が１～６個の範囲内である場合には、当該光硬化型組成物の硬化後に表
層が硬くなり過ぎず、トナーストレスの低減に寄与しやすくなる。
【００４３】
　また、上記下層が、上記特定の樹脂を含む場合には、へたりが少ない、粗さ形成用粒子
を分散させやすいなどの利点がある。
【発明を実施するための最良の形態】
【００４４】
　以下、本実施形態に係る電子写真機器用現像ロール（以下、「本現像ロール」というこ
とがある。）について説明する。
【００４５】
　本現像ロールは、軸体の外周に、ロール層構成として、少なくとも下層と表層とを有し
ている。ここで、本願にいう下層とは、表層よりもロール中心側（内側）に配置されてい
る層であって、表層と直接接している層をいう。
【００４６】
　本現像ロールは、具体的には、軸体の外周に、下層、表層がこの順に積層された積層構
造を有していても良いし、あるいは、軸体の外周に、他の層が１層または２層以上積層さ
れており、これら他の層のうち最も外側に配置されている他の層の外周に、下層、表層が
この順に積層された積層構造を有していても良い。以下、図面を用いてより具体的に説明
する。
【００４７】
　図１は、本現像ロールの一例を模式的に示した周方向断面図である。図２は、本現像ロ
ールの他の例を模式的に示した周方向断面図である。なお、図１および図２では、ロール
表面の凹凸状態は省略されている。
【００４８】
　図１に示す現像ロール１０は、軸体１２の外周にベース層１４が形成され、このベース
層１４の表面に接して表層１８が形成されている。したがって、この場合、ベース層１４
が、本願にいう下層に該当する。
【００４９】
　一方、図２に示す現像ロール１０は、軸体１２の外周にベース層１４が形成され、この
ベース層１４の外周に中間層１６が形成され、この中間層１６の表面に接して表層１８が
形成されている。したがって、この場合、中間層１６が、本願にいう下層に該当する。
【００５０】
　上記ベース層、中間層は、それぞれ、単層から構成されていても良いし、複数層から構
成されていても良い。好ましくは、積層構造の簡略化、ロール生産性の向上などの観点か
ら、ベース層、中間層は、単層から構成されていることが好ましい。
【００５１】
　本現像ロールとしては、各種のコーティング法を用いて本願の下層を形成しやすいなど
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の観点から、図２の構造のものを好適に採用することができる。
【００５２】
　ここで、本現像ロールにおいて、下層は、その表面に凹凸部を有している。そしてこの
下層の表面を表層が被覆している。表層は、下層表面を完全に覆っているわけではなく、
下層の凸部は、表層の表面に露出されている。以下、図面を用いて具体的に説明する。
【００５３】
　図３は、図１に例示した現像ロールの表面近傍の一例を拡大して模式的に示した断面図
である。図４は、図２に例示した現像ロールの表面近傍の一例を拡大して模式的に示した
断面図である。
【００５４】
　図３および図４に示すように、下層（図３ではベース層１４、図４では中間層１６）は
凹凸部２０を有しており、凸部２２は、基本的には、表層１８の表面に露出されている。
表層１８は、下層の凹部２４の部分に存在している。つまり、本現像ロール１０は、下層
の凸部２２を島、下層の凹部２４に存在する表層１８を海とする、いわゆる、海島構造を
有しているということができる。
【００５５】
　もっとも、本現像ロールにおいて、下層の凸部は、表層の表面に実質的に露出されてお
れば良い。ここにいう「実質的」とは、凸部の表面に極薄い表層がのっていても、ロール
使用前に簡単に剥離して凸部を露出させることができる場合や、ロール使用時にすぐに削
れて凸部が露出される場合を含む意味である。
【００５６】
　なお、下層の凸部が露出されているか否かは、レーザー顕微鏡または電子顕微鏡による
ロール表面の観察、ロール断面構造の観察などにより判断することができる。
【００５７】
　図５は、図１に例示した現像ロールの表面近傍の他の例を拡大して模式的に示した断面
図である。図６は、図２に例示した現像ロールの表面近傍の他の例を拡大して模式的に示
した断面図である。
【００５８】
　図５、図６に示すように、下層の凹凸部２０は、下層中に粗さ形成用粒子２６を含有さ
せることにより形成すると良い。図６の場合には、各種コーティング法などを用い、粒子
に起因する隆起を利用して比較的容易に凹凸を付与することができる。そのため、ロール
の製造性に優れる。
【００５９】
　この際、粗さ形成用粒子は、実質的に同一面内に存在している、換言すれば、ロール径
方向に粒子が積み重なっていないことが好ましい。凸部の高さを比較的均一にすることが
できるため、ブレードとの接触を均一化することが可能となり、偏った摩耗などを抑制し
やすくなるなどの利点があるからである。
【００６０】
　本現像ロールにおいて、凸部の露出部分の高さ（表層表面から凸部の頂部までの距離）
、表層の厚みは、特に限定されるものではない。これらは、トナー搬送性などを考慮して
決定することができる。
【００６１】
　凸部の露出部分の高さの上限は、トナーの搬送量過剰によるカブリ悪化を抑制するなど
の観点から、好ましくは、１５μｍ以下、より好ましくは、１２μｍ以下であると良い。
【００６２】
　一方、凸部の露出部分の高さの下限は、トナーの搬送量不足による画像濃度低下を抑制
するなどの観点から、好ましくは、５μｍ以上、より好ましくは、８μｍ以上であると良
い。
【００６３】
　また、表層の厚みの上限は、凸部を露出させやすいなどの観点から、好ましくは、８μ
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ｍ以下、より好ましくは、６μｍ以下であると良い。
【００６４】
　一方、表層の厚みの下限は、耐トナー付着性と耐摩耗性を確保しやすくなるなどの観点
から、好ましくは、３μｍ以上、より好ましくは、４μｍ以上であると良い。
【００６５】
　また、本現像ロールにおいて、ロール表面の粗さは、ＪＩＳ　Ｂ　０６０１－１９９４
に準拠して測定される十点平均粗さＲｚで見た場合、トナー帯電を適度にする、トナー搬
送量を適度にする、カブリが生じ難くなるなどの観点から、Ｒｚの上限が、好ましくは、
１５μｍ以下、より好ましくは、１０μｍ以下であると良い。
【００６６】
　一方、上記Ｒｚの下限は、トナー搬送量を適度にするなどの観点から、好ましくは、５
μｍ以上、より好ましくは、７μｍ以上であると良い。
【００６７】
　下層の凹凸部の形成は、下層形成材料の種類、下層の厚みなどを考慮して、適宜最適な
方法を選択しうる。
【００６８】
　例えば、図１に示したように、表層１８に対して十分に厚いベース層１４が下層に該当
する場合には、ロール成形用金型の中空部に軸体を同軸的に設置し、ベース層形成用組成
物を注入し、加熱硬化させた後、脱型したり（注型法）、軸体の表面にベース層形成用組
成物を押出成形したりする（押出法）などしてベース層を形成し、ベース層の表面に研削
加工等を施して凹凸部を形成する方法、上記ベース層形成用組成物中に粗さ形成用粒子を
添加し、凹凸部を形成する方法、上記型として、下層の凹凸部の形状に対応する所定の凹
凸形状を有する型を用い、型表面の凹凸形状をベース層の表面に転写し、凹凸部を形成す
る方法などを例示することができる。これら方法では、凹凸部を十分に硬くするなどの観
点から、凹凸部を形成した後、ベース層の表面にモノマー成分（アクリレート、イソシア
ネートなど）を含浸させて硬化させると良い。
【００６９】
　図１に示すように下層が十分に厚い場合には、凹凸部を安定して形成することができる
などの観点から、型による転写により下層の表面に凹凸部を形成する方法を好適に用いる
ことができる。
【００７０】
　また例えば、図２に示したように、ベース層１４に比較して極めて薄い中間層１６が下
層に該当する場合には、ベース層の外表面に、中間層形成用組成物、好ましくは、粗さ形
成用粒子を添加した中間層形成用組成物を所定の厚みで塗工し、この塗工層を光や熱など
で硬化させる方法などを例示することができる。
【００７１】
　表層を形成する方法としては、下層の外表面に、表層形成用組成物を所定の厚みで塗工
し、この塗工層を光や熱などで硬化させる方法などを例示することができる。この際、表
層形成用組成物として光硬化型組成物を使用すれば、光照射により速やかに硬化させて表
層を形成することができるので、ロール製造性を向上させることができる。なお、凸部の
露出量は、表層形成用組成物の種類、塗工層の厚み、塗工液の粘度、固形分量などを調整
することにより可変させることができる。
【００７２】
　本現像ロールは、図７に示すように、下層の凸部２２の表面に、微小凹凸２８が形成さ
れていると良い。凸部とブレードとの接触がより少なくなるので、ブレードの摺擦による
摩擦熱の発生を一層抑制しやすくなり、ロールへのフィルミング抑制効果、ブレードへの
固着抑制効果に優れるからである。
【００７３】
　なお、微小凹凸は、露出している凸部だけに形成されていても良いし、下層の表面全体
にわたって形成されていても良い。
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【００７４】
　微小凹凸の粗さは、ＪＩＳ　Ｂ　０６０１－１９９４に準拠して測定される十点平均粗
さＲｚで見た場合、表層の粗さに影響を及ぼさないようにするなどの観点から、Ｒｚの上
限が、好ましくは、３μｍ以下、より好ましくは、２．５μｍ以下であると良い。
【００７５】
　一方、上記Ｒｚの下限は、ブレードなどの当接部材に対し、十分に低摩擦化できるよう
にするなどの観点から、好ましくは、１μｍ以上、より好ましくは、１．５μｍ以上であ
ると良い。
【００７６】
　微小凹凸の形成は、下層形成用組成物（ベース層形成用組成物、あるいは、中間層形成
用組成物など）中に、電子導電剤や充填剤などを添加することにより形成することができ
る。なお、電子導電剤、充填剤は、１種または２種以上併用しても良い。また、電子導電
剤、充填剤は、本願にいう粗さ形成用粒子よりも十分に小さな粒径を有するものであり、
下層の凹凸部を形成するためのものではない。
【００７７】
　本現像ロールにおいて、下層の凸部の硬さは、表層の硬さよりも硬く設定されている。
したがって、本現像ロールでは、相対的に硬度の高い下層の凸部がロール表面に露出され
、相対的に硬度の低い表層が下層の凹部に存在することになる。
【００７８】
　具体的には、下層の凸部の硬さの上限は、凸部の破壊（割れ等）を抑制しやすくなるな
どの観点から、好ましくは、１２以下、より好ましくは、１１以下、さらにより好ましく
は、１０以下であると良い。下層の凸部の硬さの下限は、摩擦が大きくなることを抑制し
やすくなるなどの観点から、好ましくは、６以上、より好ましくは、７以上、さらにより
好ましくは８以上であると良い。
【００７９】
　一方、表層の硬さの上限は、トナーに対するストレスを低減しやすくなるなどの観点か
ら、好ましくは、６未満、より好ましくは５以下、さらにより好ましくは、４以下である
と良い。表層の硬さの下限は、トナー付着の防止などの観点から、好ましくは、０．５以
上、より好ましくは、１以上であると良い。
【００８０】
　なお、上記硬さは、ＩＳＯ１４５７７－１（Ａ．２　マルテンス硬さＨＭ）に準拠し、
微小硬度計にて測定されるマルテンス硬さのことである。
【００８１】
　以下、本現像ロールの具体的な構成材料等について詳細に説明する。なお、上述したよ
うに、本願における下層は、例えば、ベース層であったり、中間層であったりする。その
ため、下層形成材料は、ロール層構成によって変化することになる。
【００８２】
　本現像ロールにおいて、軸体は、導電性を有するものであれば、何れのものでも使用し
得る。具体的には、鉄、ステンレス、アルミニウムなどの金属製の中実体、中空体からな
る芯金などを例示することができる。また必要に応じ、軸体の表面には、接着剤、プライ
マーなどを塗布してもよい。上記接着剤、プライマーなどには、必要に応じて導電化を行
っても良い。
【００８３】
　本現像ロールにおいて、ベース層を形成する主材料としては、ゴム弾性材料を好適に用
いることができる。ゴム弾性材料としては、具体的には、例えば、シリコーンゴム、エチ
レン－プロピレン－ジエンゴム（ＥＰＤＭ）、アクリロニトリル－ブタジエンゴム（ＮＢ
Ｒ）、水素化アクリロニトリル－ブタジエンゴム（Ｈ－ＮＢＲ）、スチレン－ブタジエン
ゴム（ＳＢＲ）、ブタジエンゴム（ＢＲ）、イソプレンゴム（ＩＲ）、アクリルゴム（Ａ
ＣＭ）、クロロプレンゴム（ＣＲ）、ウレタンゴム、フッ素ゴム、ヒドリンゴム（ＥＣＯ
、ＣＯ）、ウレタン系エラストマー、天然ゴム（ＮＲ）などを例示することができる。こ
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れらは１種または２種以上混合されていても良い。
【００８４】
　上記ゴム弾性材料としては、低硬度で、へたりが少ないなどの観点から、シリコーンゴ
ム、ブタジエンゴム、ヒドリンゴム、ウレタン系エラストマーなどが好ましい。
【００８５】
　上記ベース層を形成する主材料には、導電性付与、微小凹凸形成（ベース層が下層の場
合）などのため、カーボンブラック、グラファイト、ｃ－ＴｉＯ２ 、ｃ－ＺｎＯ、ｃ－
ＳｎＯ２ （ｃ－は導電性を意味する。）などの電子導電剤や、第四級アンモニウム塩、
ホウ酸塩などのイオン導電剤など、従来公知の導電剤を１種または２種以上添加すること
ができる。
【００８６】
　また、上記ベース層を形成する主材料には、微小凹凸形成（ベース層が下層の場合）な
どのため、カーボンブラック、シリカなどの充填剤を１種または２種以上添加することが
できる。
【００８７】
　また、上記ベース層を形成する主材料には、凹凸部形成（ベース層が下層の場合）など
のため、ウレタン粒子、架橋ポリメタクリル酸メチル粒子、アクリル粒子、尿素樹脂粒子
、アミド粒子などの樹脂粒子、ゴム粒子、シリカ粒子などの粗さ形成用粒子を１種または
２種以上添加することができる。
【００８８】
　この際、粗さ形成用粒子の平均粒径は、凸部の高さ、層厚などに応じて適宜選択するこ
とができるものであり、特に限定されるものではない。好ましくは、１～５０μｍ、より
好ましくは、５～３０μｍの範囲内から選択することができる。
【００８９】
　その他、上記ベース層を形成する主材料には、必要に応じて、発泡剤、架橋剤、架橋促
進剤、軟化剤（オイル）等を適宜添加しても良い。
【００９０】
　軸体の外周にベース層を形成するには、ロール成形用金型の中空部に軸体を同軸的に設
置し、ベース層形成用組成物を注入して、加熱・硬化させた後、脱型する（注型法）、軸
体の表面にベース層形成用組成物を押出成形する（押出法）などすれば良い。ベース層を
複数層形成する場合には、上記方法に準じた操作を繰り返し行えば良い。なお、ベース層
が下層に該当する場合には、上述した方法にてベース層の表面に凹凸部を付与すれば良い
。
【００９１】
　ベース層の厚みは、特に限定されるものではないが、好ましくは、０．１～１０ｍｍ、
より好ましくは、１～５ｍｍの範囲内から選択することができる。
【００９２】
　ベース層の体積抵抗率は、好ましくは、１０２～１０１０Ω・ｃｍ、より好ましくは、
１０３～１０９Ω・ｃｍ、さらにより好ましくは、１０４～１０８Ω・ｃｍの範囲内から
選択することができる。
【００９３】
　本現像ロールにおいて、中間層を形成する主材料としては、具体的には、例えば、シリ
コーン系樹脂、フッ素系樹脂、ポリメチルメタクリレート（ＰＭＭＡ）、ポリカーボネー
ト、ポリアミド系樹脂、ウレタン系樹脂、（メタ）アクリル系樹脂、メラミン樹脂、エポ
キシ系樹脂などの樹脂、ウレタン系エラストマー、ニトリルゴム（ＮＢＲ）、水添ニトリ
ルゴム（水添ＮＢＲ）、エピクロルヒドリンゴムなどのゴム、これら樹脂やゴムなどをシ
リコーン、フッ素などで変性した変性物などを例示することができる。これらは１種また
は２種以上混合されていても良い。
【００９４】
　上記中間層を形成する主材料としては、へたりが少ない、粒子を分散させやすいなどの
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観点から、ウレタン系樹脂、ウレタン系エラストマー、（メタ）アクリル系樹脂などが好
ましい。
【００９５】
　上記中間層を形成する主材料には、導電性付与、微小凹凸形成（中間層が下層の場合）
などのため、上述した各種の電子導電剤、イオン導電剤など、従来公知の導電剤を１種ま
たは２種以上添加することができる。また、微小凹凸形成（中間層が下層の場合）などの
ため、上述した各種の充填剤を１種または２種以上添加することができる。また、凹凸部
形成（中間層が下層の場合）などのため、上述した各種の粗さ形成用粒子を１種または２
種以上添加することができる。
【００９６】
　ベース層の外周に中間層を形成するには、中間層を主に構成するポリマーになりうるモ
ノマー／オリゴマー、あるいは、中間層を主に構成するポリマー自体と、導電剤、充填剤
、粗さ形成粒子などを、メチルエチルケトンなどの適当な溶剤とともに混合し、コーティ
ングに適した粘度を有する中間層形成用組成物を調製する。
【００９７】
　そして、ロールコーティング法、ディッピング法、スプレーコート法などの各種コーテ
ィング法を用いて、ベース層の外周に中間層形成用組成物を塗工し、乾燥、必要に応じて
熱処理を施すなどすれば、中間層を形成することができる。なお、中間層を複数層形成す
る場合には、上記方法に準じた操作を繰り返し行えば良い。
【００９８】
　中間層の厚みは、特に限定されるものではないが、好ましくは、１～１００μｍ、より
好ましくは、３～５０μｍの範囲内から選択することができる。
【００９９】
　中間層の体積抵抗率は、好ましくは、１０２～１０１０Ω・ｃｍ、より好ましくは、１
０４～１０７Ω・ｃｍの範囲内から選択することができる。
【０１００】
　本現像ロールにおいて、表層を形成する主材料としては、紫外線硬化型樹脂などの光硬
化型樹脂を好適なものとして例示することができる。
【０１０１】
　上記表層は、未硬化の光硬化型組成物を、紫外線、電子線などの光を照射して硬化物と
することにより形成することができる。
【０１０２】
　ここで、上記光硬化型組成物としては、（Ａ）（メタ）アクリレートモノマーと、（Ｂ
）ウレタン（メタ）アクリレートとを含有する光硬化型組成物を好適なものとして例示す
ることができる。
【０１０３】
　（Ａ）（メタ）アクリレートモノマーは、分子構造中にエチレンオキシド単位が導入さ
れていると良い。このエチレンオキシド単位は、光硬化型組成物中に含まれることがある
イオン導電剤との相溶性の向上に寄与するためである。
【０１０４】
　分子構造中に導入されているエチレンオキシド単位の含有量としては、硬化物である表
層の電気抵抗を低くしやすくなるなどの観点から、好ましくは、１～９８質量％の範囲内
、より好ましくは、２０～９８質量％の範囲内、さらに好ましくは、４０～９８質量％の
範囲内にあると良い。
【０１０５】
　なお、エチレンオキシド単位の含有量は、例えば、ＮＭＲ（核磁気共鳴装置）などを用
いて測定することができる。
【０１０６】
　（Ａ）単官能の（メタ）アクリレートモノマーは、エチレンオキシド単位以外にも、他
の単位が１種または２種以上、分子構造中に導入されていても良い。
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【０１０７】
　上記他の単位としては、例えば、炭素数３～２０のアルキレンオキシド単位、トリメチ
ロールプロパン単位、ペンタエリスリトール単位、エチルヘキシルカルビトール単位、グ
リセリン単位などや、ノニルフェノール単位、パラクミルフェノール単位、ビスフェノー
ルＡ単位、スチレンオキシド単位、イソシアヌル酸単位、ビスフェノールＦ単位、フタル
酸単位、フェノキシ単位などの環状不飽和構造を含む単位などを例示することができる。
これらは１種または２種以上含まれていても良い。
【０１０８】
　また、（Ａ）（メタ）アクリレートモノマーは、単官能であっても良いし、多官能であ
っても良い。あるいは、単官能の（メタ）アクリレートモノマーと、多官能の（メタ）ア
クリレートモノマーとが混合されていても良い。好ましくは、ロール抵抗を低くしやすい
などの観点から、（Ａ）（メタ）アクリレートモノマーは、単官能であると良い。
【０１０９】
　なお、「（メタ）アクリレートモノマーが単官能である」とは、（メタ）アクリレート
モノマー１分子中に（メタ）アクリロイル基を１個有していることをいう。また、「（メ
タ）アクリレートモノマーが多官能である」とは、（メタ）アクリレートモノマー１分子
中に（メタ）アクリロイル基を２個以上有していることをいう。
【０１１０】
　（Ａ）（メタ）アクリレートモノマーとしては、具体的には、例えば、メトキシポリエ
チレングリコール（メタ）アクリレート、メトキシポリエチレングリコールジ（メタ）ア
クリレート、ポリエチレングリコール（メタ）アクリレート、ポリエチレングリコールジ
（メタ）アクリレート、フェノキシエチレンオキシド変性アクリレート（表１の化１等）
、ノニルフェノールエチレンオキシド変性アクリレート（表１の化２等）、メトキシエチ
レンオキシド変性アクリレート（表１の化３等）、エトキシエチレンオキシド変性アクリ
レート（表１の化４等）、２エチルヘキシルエチレンオキシド変性アクリレート（表１の
化５等）、ブトキシエチレンオキシド変性アクリレート（表１の化６等）、エチレンオキ
シド変性クレゾールアクリレート（表１の化７等）などを例示することができる。これら
は１種または２種以上含まれていても良い。
【０１１１】
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【表１】

【０１１２】
　一方、（Ｂ）ウレタン（メタ）アクリレートは、ウレタン結合と（メタ）アクリロイル
基とを合わせ持つ化合物である。（Ｂ）ウレタン（メタ）アクリレートとしては、具体的
には、例えば、イソシアネート化合物に水酸基含有アクリレートが直接付加したタイプ、
イソシアヌレートのようなポリイソシアネート化合物に水酸基含有アクリレートが直接付
加したタイプ、ポリオールとイソシアネート化合物の反応物に水酸基含有アクリレートが
付加したタイプなどのウレタン（メタ）アクリレートを例示することができる。これらは
１種または２種以上含まれていても良い。
【０１１３】
　上記イソシアネート化合物としては、ピュアＭＤＩ、クルードＭＤＩ、ＩＰＤＩなどが
挙げられる。また、上記ポリオールとしては、エステル系、エーテル系ポリオールなどが
挙げられる。また、上記水酸基含有アクリレートとしては、ヒドロキシエチルアクリレー
ト、ヒドロキシプロピルアクリレート、ペンタエリスリトールトリアクリレートなどが挙
げられる。
【０１１４】
　このうち、屈曲性、強度などの観点から、ポリオールとイソシアネート化合物の反応物
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に水酸基含有アクリレートが付加したタイプのウレタン（メタ）アクリレートを好適に用
いることができる。
【０１１５】
　また、（Ｂ）ウレタン（メタ）アクリレート１分子中に含まれる（メタ）アクリロイル
基の数は、当該光硬化型組成物の硬化後に表層が硬くなり過ぎず、トナーストレスの低減
に寄与しやすくなるなどの観点から、好ましくは、１個～６個の範囲内、より好ましくは
、２個～６個の範囲内、さらにより好ましくは、３個～６個の範囲内にあると良い。
【０１１６】
　上記光硬化型組成物は、（Ａ）成分に起因する表層のタック性（粘着性）と、（Ｂ）成
分に起因する表層の耐摩耗性とのバランスに優れるなどの観点から、（Ａ）成分／前記（
Ｂ）成分（質量比）が、好ましくは、５０／５０～８０／２０、より好ましくは、６０／
４０～７０／３０の範囲内にあると良い。
【０１１７】
　上記光硬化型組成物は、上記（Ａ）成分、（Ｂ）成分以外にも、必要に応じて、他の光
重合成分を含有していても良い。
【０１１８】
　なお、他の光重合成分としては、例えば、分子構造中にエチレンオキシド単位が導入さ
れていない、単官能もしくは多官能の（メタ）アクリレートモノマーなどを例示すること
ができる。
【０１１９】
　他の光重合成分としては、具体的には、例えば、ヘキサジオールジアクリレート、ノナ
ンジオールジアクリレート、プロピレングリコールジアクリレート、イソシアヌル酸トリ
アクリレート、トリメチロールプロパントリアクリレート、ヒドロキシフェニルモノアク
リレート、ジトリメチロールプロパンテトラアクリレート、ヒドロキシエチルモノアクリ
レートなどを例示することができる。これらは１種または２種以上混合して用いても良い
。
【０１２０】
　また、上記光硬化型組成物は、紫外線や電子線などの光照射により光重合して硬化しう
るものであり、必要に応じて、光重合開始剤を含んでいても良い。
【０１２１】
　上記光重合開始剤は、特に限定されることなく、通常使用され得るものであれば、何れ
のものでも使用することができる。
【０１２２】
　上記光重合開始剤としては、具体的には、例えば、ベンゾイン、ベンゾインメチルエ－
テル、ベンゾインエチルエ－テル、２－メチルベンゾイン、ベンジル、ベンジルジメチル
ケタ－ル、ジフェニルスルフィド、テトラメチルチウラムモノサルファイド、ジアセチル
、エオシン、チオニン、ミヒラ－ケトン、アントラセン、アントラキノン、アセトフェノ
ン、α－ヒドロキシイソブチルフェノン、ｐ－イソプロピルαヒドロキシイソブチルフェ
ノン、α・α´ジクロル－４－フェノキシアセトフェノン、１－ヒドロキシ－１－シクロ
ヘキシルアセトフェノン、２，２－ジメトキシ－２－フェニルアセトフェノン、メチルベ
ンゾイルフォルメイト、２－メチル－１－［４－（メチルチオ）フェニル］・２・モルフ
ォリノ－プロペン、チオキサントン、ベンゾフェノン、２，２－ジメトキシ－１、２－ジ
フェニルエタン－１－オン、１－ヒドロキシ－シクロヘキシル－フェニル－ケトン、１－
ヒドロキシ－シクロヘキシル－フェニル－ケトン、ベンゾフェノン、２－メチル－１－［
４－（メチルチオ）フェニル］－２－モンフォリノプロパノン１、２－ベンジル－２－ジ
メチルアミノ－１－（４－モルフォリノフェニル）－ブタノン１、２－ヒドロキシ－２－
メチル－１－フェニル－プロパン－１－オン、２，４，６－トリメチルベンゾイルジフェ
ニル－フォスフィンオキサイド、１－［４－（２－ヒドロキシエトキシ）－フェニル］－
２－ヒドロキシ－２－メチル－１－プロパン－１オン、ビス（シクロペンタジエニル）－
ビス（２，６－ジフルオロ－３－（ピル－イル）チタニウム）、２－ヒドロキシ－２－メ
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，４，６－トリメチルベンゾイル）フェニルホスフィンオキサイド、（η５ －２，４－
シクロペンタジエン－１－イル）［（１，２，３，４，５，６－η）－（１－メチルエチ
ル）ベンゼン］－アイアン（１＋）－ヘキサフルオロフォスフェイト（１－）などを例示
することができる。これらは１種または２種以上併用することができる。
【０１２３】
　上記光重合開始剤を用いる場合、光重合開始剤の含有量の下限値は、光硬化型組成物中
に含まれる重合成分１００質量部に対し、好ましくは、０．０１質量部以上、より好まし
くは、０．１質量部以上、さらにより好ましくは、１質量部以上であると良い。
【０１２４】
　一方、上記光重合開始剤の含有量の上限値は、光硬化型組成物中に含まれる重合成分１
００質量部に対し、好ましくは、５０質量部以下、より好ましくは、１０質量部以下であ
ると良い。
【０１２５】
　また、上記光硬化型組成物は、好ましい添加成分として、（Ｃ）イオン導電剤をさらに
含んでいると良い。（Ｃ）イオン導電剤を含む場合には、表層の電気抵抗の調整を図りや
すくなるからである。
【０１２６】
　上記イオン導電剤は、特に限定されることなく、電子写真機器分野で使用され得るもの
であれば、何れのものでも使用することができる。
【０１２７】
　上記イオン導電剤としては、具体的には、例えば、化８で表される４級アンモニウム過
塩素酸塩（但し、化８中、Ｒ１、Ｒ２、Ｒ３、Ｒ４は、炭素数１～１８のアルキル基であ
り、メチル基、エチル基、プロピル基、ブチル基、ヘキシル基、オクチル基、デシル基、
フェニル基、キシリル基などを示す）、化９で表されるホウ酸塩（但し、化９中、Ｒ１、
Ｒ２、Ｒ３、Ｒ４は、炭素数１～１８のアルキル基であり、メチル基、エチル基、プロピ
ル基、ブチル基、ヘキシル基、フェニル基、キシリル基などを示し、Ｍｎ＋は、アルカリ
金属イオンもしくはアルカリ土類金属イオンであり、リチウムイオン、ナトリウムイオン
、カリウムイオン、カルシウムイオンなどを示す）などを例示することができる。これら
は１種または２種以上混合されていても良い。
【０１２８】
（化８）

【０１２９】
（化９）
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【０１３０】
　上記イオン導電剤の含有量の下限値は、光硬化型組成物中に含まれる重合成分１００質
量部に対し、好ましくは、０．０１質量部以上、より好ましくは、０．１質量部以上、さ
らにより好ましくは、１質量部以上であると良い。
【０１３１】
　一方、上記イオン導電剤の含有量の上限値は、光硬化型組成物中に含まれる重合成分１
００質量部に対し、好ましくは、５０質量部以下、より好ましくは、１０質量部以下であ
ると良い。
【０１３２】
　上記光硬化型組成物は、他にも、必要に応じて光安定剤、粘度調整剤、老化防止剤、加
工助剤、滑剤、難燃剤、可塑剤、発泡剤、充填剤、架橋剤、架橋助剤、分散剤、消泡剤、
顔料、離型剤などの各種の添加剤を１種または２種以上含有していても良い。
【０１３３】
　以上説明した光硬化型組成物は、下層の凸部を表層表面に露出させやすいなどの観点か
ら、その粘度（２５℃）が、好ましくは、１００００ｍＰａ・ｓ以下、より好ましくは、
１０００ｍＰａ・ｓ以下に調整されていると良い。
【０１３４】
　また、上記光硬化型組成物は、下層の凸部を表層表面に露出させやすいなどの観点から
、その固形分量が、全体量に対して、好ましくは、６０質量％～１０質量％の範囲内、よ
り好ましくは、５０質量％～２０質量％の範囲内、さらにより好ましくは４０質量％～３
０質量％の範囲内にあると良い。
【０１３５】
　上記光硬化型組成物は、粘度、固形分量を上記範囲に調製するなどの観点から、メチル
エチルケトン、トルエン、アセトン、酢酸エチル、酢酸ブチル、メチルイソブチルケトン
（ＭＩＤＫ）、ＴＨＦ、ＤＭＦなどの有機溶剤、メタノール、エタノールなどの水溶性溶
剤などといった溶剤を適宜含んでいても良い。また、無溶剤であっても良い。
【０１３６】
　上述した光硬化型組成物は、各種材料を所望の配合となるように秤量し、これらを攪拌
機、サンドミルなどの混合手段により混合するなどして調製することができる。なお、混
合中、混合後に脱泡処理などを行っても良い。
【０１３７】
　このような光硬化型組成物を用いて、ベース層や中間層などの下層表面に表層を形成す
る方法としては、例えば、ロールコーティング法、ディッピング法、スプレーコート法な
どの各種コーティング法を適用することができる。
【０１３８】
　より具体的には、例えば、下層までが形成されたロール体の表面にロールコーティング
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法などにより、上記光硬化型性組成物を塗工し、紫外線などの光を照射して硬化させる方
法、上記ロール体を、上記光硬化型性組成物が貯留された貯留槽内に浸漬し、引き上げた
後に紫外線などの光を照射して硬化させる方法などを例示することができる。溶剤を含有
する場合、モノマー成分を含有する場合には、光硬化後、熱処理を行っても良い。
【０１３９】
　なお、これらコーティング法は１種または２種以上組み合わせても良い。また、上記コ
ーティング法は、１回または２回以上繰り返し行っても良い。
【０１４０】
　表層の体積抵抗率は、耐電圧確保およびロール抵抗の調整などの観点から、好ましくは
１×１０６～１×１０１３Ω・ｃｍ、より好ましくは、１×１０８～１×１０１１Ω・ｃ
ｍの範囲内から選択することができる。
【実施例】
【０１４１】
　以下、実施例を用いて本発明を詳細に説明する。なお、以下では、軸体の外周に、ベー
ス層、中間層、表層がこの順に積層された３層構造の電子写真機器用現像ロールを作製し
た。したがって、中間層が下層に該当することになる。
【０１４２】
１．実施例および比較例に係る現像ロールの作製
（軸体）
　外径６ｍｍ、長さ２５０ｍｍの鉄製で、表面にＮｉめっきが施されている中実円柱状の
軸体を準備した。
【０１４３】
（ベース層形成用組成物の調製）
　導電性ミラブルシリコーンゴム（東芝シリコーン（株）製、「ＸＥ２３－Ａ４９０２」
）１００質量部と、パーオキサイド系架橋剤（東芝シリコーン（株）製、「ＴＣ－８」）
１．５質量部とを、ニーダーで混練することにより、ベース層形成用組成物を調製した。
なお、各実施例、比較例において、ベース層形成用組成物は、共通である。
【０１４４】
（中間層形成用組成物の調製）
　表２に示す配合割合（単位は質量部）となるように各種材料を配合し、これを分散、混
合、撹拌することにより、実施例１～５、比較例１、２で用いる各中間層形成用組成物を
調製した。
【０１４５】
　なお、各中間層形成用組成物の調製時に使用した各種材料は、以下の通りである。
・ポリウレタンエラストマー［坂井化学（株）製、「ＵＮ２７８」］
・アクリルシリコーン［東亞合成（株）製、「サイマックＵＳ２７０」］
・アクリル樹脂［綜研化学（株）製、「サーモラックＥＦ４２」］
・カーボンブラック［電気化学工業（株）製、「デンカブラック」］
・ウレタン粒子［大日本インキ化学工業（株）製、「バーノックＣＦＢ１００」、平均粒
径２０μｍ］
【０１４６】
（表層形成用組成物の調製）
　表２に示す配合割合（単位は質量部）となるように各種材料を配合し、これを攪拌機に
より撹拌、混合した後、室温にて２４時間放置（脱泡のため）することにより、実施例１
～５で用いる各表層形成用組成物を調製した。
【０１４７】
　また、表２に示す配合割合（単位は質量部）となるように各種材料を配合し、これをビ
ーズミルで１時間循環させならが分散することにより、比較例１、２で用いる各表層形成
用組成物を調製した。
【０１４８】
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　なお、上記表層形成用組成物の調製時に使用した各種材料は、以下の通りである。
【０１４９】
・ポリエチレングリコールジアクリレート（ＣＨ２＝ＣＨＣＯＯ（Ｃ２Ｈ４Ｏ）ｎ－ＣＯ
ＣＨ＝ＣＨ２、ｎ≒２３）［新中村化学工業（株）製、「ＮＫエステル　Ａ－１０００」
］
・ウレタンアクリレート（官能基数ｆ＝６）［ダイセルＵＣＢ（株）製、「Ｅｂｅｃｒｙ
ｌ　１２９０」］
・ポリウレタンエラストマー［坂井化学（株）製、「ＵＮ２７８」］
・アクリルシリコーン［東亞合成（株）製、「サイマックＵＳ２７０」］
・光重合開始剤［チバスペシャルティケミカルズ（株）製、「イルガキュアー１２７」］
・イオン導電剤［トリメチルオクタデシルアンモニウムパークロレート］
・電子導電剤［カーボンブラック、電気化学工業（株）製、「デンカブラック」］
【０１５０】
　以上準備した、軸体、ベース層形成用組成物、各中間層形成用組成物、各表層形成用組
成物を用い、以下の手順により、実施例１～５、比較例１、２に係る現像ロールを作製し
た。
【０１５１】
（実施例１～５、比較例１、２）
　内部に軸体を同軸にセットした円筒状金型内に、上記調製したベース層形成用組成物を
注入し、１５０℃で４５分間加熱した後、冷却、脱型した。これにより、芯金の外周に、
シリコーンゴム系のベース層（厚み３ｍｍ）を備えた各ロール体を作製した。
【０１５２】
　次いで、ロールコート法を用いて、上記各ロール体の表面に上記調製した各中間層形成
用組成物を所定の厚みでコーティングし、１５０℃で３０分熱処理することにより、ベー
ス層の外周に中間層を形成した。
【０１５３】
　次いで、同様に、ロールコート法を用いて、上記中間層が形成された各ロール体の中間
層表面に、各表層形成用組成物をそれぞれ所定の厚みでコーティングした。
【０１５４】
　次いで、実施例１～５については、紫外線を照射（紫外線強度１００ｍＷ／ｃｍ２、５
０秒間照射）することにより、各表層形成用組成物を紫外線硬化させ、各中間層の外周に
各表層を形成した。これにより、実施例１～５に係る現像ロールを作製した。
【０１５５】
　一方、比較例１、２については、各表層形成用組成物を１５０℃で１時間熱処理するこ
とにより、各中間層の外周に各表層を形成した。これにより、比較例１、２に係る現像ロ
ールを作製した。
【０１５６】
２．ロール物性の測定
　得られた各現像ロールにつき、表１に示した各種ロール物性を測定した。
【０１５７】
　なお、中間層が有する凹凸部の凸部が、表層へ露出されているか否かは、レーザー顕微
鏡（（株）キーエンス製、「ＶＫ－９５１０」）によりロール表面を観察することにより
行った。この際、凸部が露出されていた場合には、露出凸部の高さ（表層表面から凸部の
頂部までの距離）の測定も合わせて行った。
【０１５８】
　また、露出凸部、表層のマルテンス硬さは、ＩＳＯ１４５７７－１（Ａ．２　マルテン
ス硬さＨＭ）に準拠し、微小硬度計（Ｆｉｓｃｈｅｒ社製、「マイクロスコープＨＳ１０
０」）を用いて測定した。この際、測定条件は、圧子：対面角度１３６°の四角垂型ダイ
ヤモンド圧子、初期荷重：０ｍＮ、押込み最大荷重：２０ｍＮ（定荷重）、最大荷重到達
時間：５ｓｅｃ、最大荷重保持時間：３０ｓｅｃ、抜重時間：５ｓｅｃとした。
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【０１５９】
　また、各表面粗さＲｚ（十点平均粗さ）は、ＪＩＳ　Ｂ　０６０１－１９９４に準拠し
て測定した。
【０１６０】
　また、ロール体積抵抗は、金属ドラム上に各現像ロールを線接触させ、ロールの芯金の
両端に各々５００ｇの荷重をかけた状態で金属ドラムを回転駆動し、３０ｒｐｍで各現像
ロールをつれ回り回転させ、１００Ｖｄｃ印加した状態での軸体と金属ドラム間の電気抵
抗を測定し、ロール体積抵抗として求めた。
【０１６１】
３．ロール評価
　得られた各現像ロールにつき、表２に示した各種ロール評価行った。
【０１６２】
（耐摩耗性評価）
　各現像ロールを、市販のカラーレーザープリンタ（キヤノン（株）製、「ＬＢＰ－２５
１０」）のカートリッジ内に組み込み、温度３２．５℃、相対湿度８０％ＲＨの環境下に
て、画像出しを通紙１０００枚（Ａ４サイズ）にて行い、その後、ロール表面をレーザー
顕微鏡（（株）キーエンス製、「ＶＫ－９５１０」）で拡大し、その外観を観察した。
【０１６３】
　上記観察により、ロール表面に存在する中間層の露出凸部（各実施例）、あるいは、ウ
レタン粒子の頂部位置に対応する表層部分（各比較例）がほとんど削れておらず、画像の
乱れがなかった場合を耐摩耗性が良好であるとして「○」、削れが発生し、画像にガサツ
キが発生した場合を耐摩耗性に劣るとして「×」と評価した。
【０１６４】
（フィルミング評価）
　各現像ロールを、上記カラーレーザープリンタのカートリッジ内に組み込み、温度３２
．５℃、相対湿度８０％ＲＨの環境下にて、画像出しを通紙３０００枚（Ａ４サイズ）に
て行い、その後、ロール表面を上記顕微鏡で拡大し、その外観を観察した。
【０１６５】
　上記観察により、ロール表面にトナーの付着がなかった、もしくは、軽微で画像に影響
がでなかった場合を耐フィルミング性に優れるとして「○」、ロール表面にトナーが付着
し、画像にガサツキが発生した場合を耐フィルミング性に劣るとして「×」と評価した。
【０１６６】
（ブレード固着評価）
　上記フィルミング評価と同様の画像出しを行った後、ブレードの現像ロールニップ部を
上記顕微鏡で拡大し、その外観を観察した。
【０１６７】
　上記観察により、当該ニップ部にトナーの固着がなかった、もしくは、軽微で画像に影
響がでなかった場合を耐ブレード固着性に優れるとして「○」、当該ニップ部にトナーが
固着し、縦スジ画像不良（現像スジ）が発生した場合を耐ブレード固着性に劣るとして「
×」と評価した。
【０１６８】
（地汚れ評価）
　各現像ロールを、上記カラーレーザープリンタのカートリッジ内に組み込み、白紙チャ
ートモードで現像し、感光ドラム（ＯＰＣ）上にトナーが移動したタイミングで現像を停
止させた。次いで、上記感光ドラム上に飛翔したトナーをテープに転写し、白紙に貼り付
け、マクベス濃度を測定した。
【０１６９】
　そして、測定したマクベス濃度から白紙濃度を引いた値を地汚れ特性値と定め、この値
が０．０２以下であった場合を耐地汚れ性に優れるとして「○」、０．０２を越えた場合
を耐地汚れ性に劣るとして「×」と評価した。
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【０１７０】
　なお、地汚れ評価は、各現像ロールによるトナーストレスの影響を調べるための評価で
ある。
【０１７１】
　表２に、中間層、表層の配合割合、各ロール物性、ロール評価結果をまとめて示す。
【０１７２】
【表２】

【０１７３】
　また、図８に、実施例１に係る現像ロールのロール表面のレーザー顕微鏡写真を示す。
また、図９に、図８において、観察方向を変えた際のレーザー顕微鏡写真を示す。なお、
特に図示はしないが、残りの実施例についても、実施例１と同様のロール表面構造を有し
ていた。
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【０１７４】
　表２、図８、図９から以下のことが分かる。すなわち、比較例１に係る現像ロールは、
下層である中間層の凸部が表層表面に露出されておらず、中間層中の粗さ形成用粒子の頂
部に対応する表層が、ブレードによる摺擦されて削れが発生した。
【０１７５】
　また、フィルミングやブレード固着が発生した。これは、ブレードとの摩擦が大きく、
発生した摩擦熱により、トナーが溶解してしまったことが原因であると考えられる。
【０１７６】
　比較例２に係る現像ロールは、比較例１に係る現像ロールと比較して、表層が硬い。そ
のため、耐摩耗性、耐フィルミング性、耐ブレード固着性は良好であった。しかし、耐地
汚れ性に劣っていた。これは、高硬度な表層によりトナーストレスが大きかったためであ
ると推察される。
【０１７７】
　これらに対し、実施例に係る現像ロールは、図８、図９の写真に示されるように、下層
である中間層の凸部が表層表面に露出されている。
【０１７８】
　そして、実施例に係る現像ロールでは、主にブレードにより摺擦される露出凸部が、ト
ナーを保持する表層よりも硬さが硬い。そのため、凸部が低摩擦化され、摩擦熱の発生が
抑制され、これにより、トナーが溶解し難くなり、ロールへのフィルミング、ブレードへ
の固着を抑制することができた。また、凸部の耐摩耗性も向上できた。
【０１７９】
　さらに、実施例に係る現像ロールでは、トナーを保持する表層が、ブレードにより摺擦
される露出凸部よりも硬さが柔らかい。そのため、ブレードとの摺擦によるトナーストレ
スを抑制することができた。
【０１８０】
　したがって、実施例に係る現像ロールを組み込めば、電子写真機器の長期耐久性を向上
させることが可能であることが確認できた。
【０１８１】
　以上、本発明の実施形態、実施例について説明したが、本発明は上記実施形態、実施例
に何ら限定されるものではなく、本発明の趣旨を逸脱しない範囲で種々の改変が可能なも
のである。
【図面の簡単な説明】
【０１８２】
【図１】本実施形態に係る現像ロールの一例を模式的に示した周方向断面図である。
【図２】本実施形態に係る現像ロールの他の例を模式的に示した周方向断面図である。
【図３】図１に例示した現像ロールの表面近傍の一例を拡大して模式的に示した断面図で
ある。
【図４】図２に例示した現像ロールの表面近傍の一例を拡大して模式的に示した断面図で
ある。
【図５】図１に例示した現像ロールの表面近傍の他の例を拡大して模式的に示した断面図
である。
【図６】図２に例示した現像ロールの表面近傍の他の例を拡大して模式的に示した断面図
である。
【図７】微小凹凸が形成された凸部の一例を模式的に示した断面図である。
【図８】実施例１に係る現像ロールのロール表面のレーザー顕微鏡写真である。
【図９】図８において、観察方向を変えた際のレーザー顕微鏡写真である。
【符号の説明】
【０１８３】
１０　現像ロール
１２　軸体
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１４　ベース層
１６　中間層
１８　表層
２０　凹凸部
２２　凸部
２４　凹部
２６　粗さ形成用粒子
２８　微小凹凸

【図１】

【図２】

【図３】

【図４】
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【図５】
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